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1. はじめに 

 

 

 

 

  

本市は、平成１６年１１月１日に邑久郡の牛窓町・邑久町・長船町が合併して生まれ、

一昨年度に合併１０周年という一つの節目を迎えました。合併当初には多額の借入を行わ

なければ、予算編成ができないという時期もありましたが、さまざまな行財政改革を行い、

現在では合併当初のような事態は回避できている状況です。 

しかしながら、昨年度作成した瀬戸内市公共施設再編計画では今後 40 年間で延べ床面

積 40％の施設総量の削減を行うとしています。これは現状の施設をこのまま維持するこ

とはできず、何もしなければ市の経営が成り立たなくなることを示しているものです。さ

らに少子高齢化には歯止めがかからず、社会保障関係経費は現在の事業を維持すれば増額

していくことが確実です。 

歳入に目を向けると、この合併後 10 年は、普通交付税や市債の発行において、合併後

の様々な問題を解決するために有効な財源が多くありました。しかし、これらの財源も段

階的に削減となります。普通交付税の合併算定替えに伴う段階的削減も昨年度から始まっ

たところです。合併前のように旧町単位で政策を行うのではなく、瀬戸内市という一つの

団体としての行財政運営が不可欠となっています。 

直近の財政状況をみれば、健全な行財政運営ができていると見えがちですが、上述のよ

うな状況もあり、10 年、15 年先を見据えれば決して現状で良いということはありませ

ん。市民生活に影響を及ぼす大きな改革は、市民の皆様や市議会に諮り、決定していくも

のですが、全ての方々に、全く痛みのない改革はあり得ないことをご理解いただき、最善

の市政を行わなければなりません。 

本市に関わる方々にとっては耳の痛い現状を伝えることとなったかもしれませんが、大

きな改革といえば、施設・事業の廃止だけがすべてではありません。現状を打破していく

には新たな取り組みも必要となります。今年度には建設中であった、瀬戸内市民図書館及

び瀬戸内市民病院がオープンするなど、さまざまな事業の実施もしています。 

新たな取り組みを行うにも、歳入は限られているため、事業の縮小・廃止、施設の統廃

合などはこれから必須となりますが、第二次瀬戸内市総合計画で目指す 「人と自然が織

りなす しあわせ実感都市 瀬戸内」 を実現するため、職員一人ひとりが自らの問題と

して真剣に捉え、瀬戸内市中期財政計画に基づき計画的かつ安定的な財政運営を行うた

め、これまでと同様に市民の皆様のご理解とご協力をいただきながら、全庁を挙げて改革

に取り組んでいきます。 
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2. 瀬戸内市の財政状況 
 

今後の財政運営について検討するにあたり、まず過去１０年間の財政状況を分析します。 

 

（1） 歳出決算額の推移 

歳出決算額は、主に普通建設事業費に分類される大規模事業の実施により大きく増減します。平成

２１～２２年度は国の経済危機対策による交付金事業の実施による増、平成２５年度は学校施設の耐

震化工事などの実施による増、平成２６年度は減少しましたが、平成２７年度においては新図書館整

備工事、クリーンセンターかもめの改修工事などを行っており、増加しています。 

人件費は、計画的な職員数の削減や手当の見直しなどにより年々減少していましたが、平成２３年

度は年金制度改正や職員の退職増などの一時的な要因により若干の増加に転じています。 

物件費は、事務事業の見直しや内部管理経費の削減などの効果により、平成１７年度から大きく減

少していましたが、施設の管理運営費の増額等により増加に転じています。平成２６年度においては、

教育情報機器整備（タブレット等）を行ったことによる増額も大きな要因となっています。 

扶助費は、障害者支援制度の拡大、子ども手当・児童手当の増額などに加え、生活保護費や医療費

など社会保障費の伸びにより大きく増加しています。 

補助費等は、各種助成事業の見直し等により減少傾向にあります。平成２６年度においては、国営

吉井川農業水利事業償還金の償還が終了したことにより、大きく減少しましたが、平成２７年度は病

院事業へ旧牛窓診療所の残存価格分を補助金として支出したことにより増加しています。 

繰出金は、高齢化に伴う高齢者医療費や介護保険事業費の増加、下水道の整備に係る負担増などに

より増加しています。 

公債費は、平成１９～２１年度に実施した補償金免除繰上償還により増加していましたが、平成 

２２年度からは減少傾向にあります。 

 

 

 

【普通会計：歳出決算額の推移】 （単位：百万円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

人件費 3,158 3,150 3,128 3,078 3,044 3,074 3,110 3,014 2,950 2,990

物件費 2,056 1,862 1,833 1,859 1,987 2,065 2,135 2,191 2,333 2,411

扶助費 1,456 1,427 1,496 1,515 2,004 2,151 2,234 2,279 2,484 2,473

補助費等 1,699 1,705 1,556 2,232 1,507 1,483 1,442 1,370 780 1,132

繰出金 1,348 1,385 1,322 1,526 1,633 1,950 2,100 2,072 2,472 2,571

公債費 1,770 1,925 1,995 2,356 1,965 1,913 1,852 1,867 1,829 1,619

普通建設事業費 1,921 1,662 1,410 2,105 2,342 1,405 1,708 1,968 1,124 1,547

その他 1,062 532 1,006 1,041 1,500 1,024 810 1,210 1,668 1,663

歳出決算額 14,470 13,648 13,746 15,712 15,982 15,065 15,391 15,971 15,640 16,406
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（2） 歳入決算額の推移 

本市の収入の約２分の１は、地方交付税や国県等からの各種の補助・交付金などの依存財源で占め

られています。 

市税は、長引く景気低迷で伸び悩む中、税源移譲や制度改正に伴い増額していましたが、平成２１

年度の世界金融危機の影響による急激な景気悪化により大きく減少しました。しかし、近年は大手企

業等の業績が向上していることから法人市民税収が増額しているため、増収に転じています。 

地方交付税は、原資となる国税の減収から三位一体改革に先行する形で削減が行われ、合併年度の

平成１６年度には、ピーク時からすると約１５億円（４分の１）の削減となりましたが、臨時財政対

策債を借り入れることにより、地方交付税の減額に対応しています。また、平成２０年度からは地方

財源の不足を補塡するため、当面の地方単独事業の実施に必要な特別枠が創設されたことなどから地

方交付税と臨時財政対策債の総額が確保されています。 

しかし、合併算定替えに伴う普通交付税の段階的削減が平成２７年度から始まり、平成２７年度の

削減額は約１億円となっています。 

 

 

 

 

（3） 基金残高の推移 

財政調整基金及び減債基金は、収支不足を補うため取り崩しを行っています。特に平成１６年度に

は、地方交付税と臨時財政対策債の大幅削減、合併準備経費及び台風による災害復旧のため、多額の

取り崩しを余儀なくされました。平成２０年度以降は財政健全化の効果のほか、リーマンショック以

降、地方交付税が一定額確保されたこと、税収の上振れなどの収入増により積立額は増加しており、

平成２７年度末では約５５億円となっています。急な災害等による支出に備えるため、今後も一定の

基金残高を保つ必要があります。 

設置目的に沿って積み立て運用する特定目的基金は、合併後、合併特例債を活用して、地域振興を

目的とするまちづくり振興基金を設置しました。また、平成 2６年度には、錦海塩田跡地活用事業に

よる土地貸付収入を原資とした、太陽のまち基金を設置しました。 

【普通会計：歳入決算額の推移】 （単位：百万円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

市税 4,390 4,624 4,801 4,433 4,571 4,650 4,399 4,683 4,983 5,061

地方交付税 4,538 4,277 4,708 5,031 5,469 5,671 5,492 5,757 5,540 5,263

譲与税・交付金 1,094 711 691 662 647 638 596 619 679 984

国県支出金 1,589 1,819 1,596 3,219 2,795 2,271 2,150 2,371 2,332 2,418

市債 2,076 1,092 1,125 1,273 1,815 1,202 1,744 1,793 1,175 1,533

繰入金 62 416 103 390 58 39 173 107 347 218

その他 1,090 1,135 1,185 1,171 1,105 1,154 1,335 1,248 1,573 1,948

歳入決算額 14,839 14,074 14,209 16,179 16,460 15,625 15,889 16,579 16,628 17,425

主な 
一般財源 
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（4） 市債残高および公債費等の推移 

投資的事業の財源として発行している市債の償還である公債費は、平成１８年度から増加に転じて

いましたが、補償金免除繰上償還の実施や、合併前に旧町で行った事業の償還が終了を迎えつつある

ことから、平成２２年度からは減少傾向にあります。 

市債発行額は、普通建設事業費が多額であった平成１８年度及び平成２５年度に多くなっています

が、市債残高は平成１８年度以降、財政の健全化により市債の発行額を抑制しているため、減少傾向

にあります。 

 

 

 

【普通会計：基金残高の推移】 （単位：百万円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財政調整基金 710 533 953 1,471 2,472 2,663 2,900 3,491 3,890 4,452

減債基金 130 242 565 564 665 1,019 1,132 1,146 1,168 1,185

特定目的基金 2,083 2,065 2,090 2,103 2,321 2,496 2,557 2,810 3,333 3,742

うちまちづくり振興基金 1,946 1,949 1,951 1,949 1,940 1,933 1,932 1,936 1,947 1,932

うち太陽のまち基金 0 0 0 0 0 0 0 0 39 61

合　計 2,923 2,840 3,608 4,138 5,458 6,178 6,589 7,447 8,391 9,379

【普通会計：市債残高及び公債費等の推移】 （単位：百万円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

公債費 1,770 1,925 1,995 2,356 1,965 1,913 1,852 1,867 1,829 1,619

うち通常分 1,770 1,925 1,987 2,297 1,661 1,913 1,852 1,867 1,829 1,619

うち任意に行う繰上償還 8 59 304

市債発行額 2,075 1,092 1,125 1,273 1,815 1,202 1,744 1,793 1,175 1,533

うちまちづくり振興基金造成分 422 0

うち臨時財政対策債・減税補てん債 599 509 477 741 1,156 803 791 600 600 600

市債残高 18,170 17,673 17,121 16,340 16,459 16,008 16,140 16,289 15,837 15,933

（百万円） 
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（5） 公営事業会計への繰出額の推移 

介護保険事業や後期高齢者医療事業は、高齢化の進行に伴い年々増加し財政を圧迫しています。下

水道事業は、合併当初から計画に沿って整備を行っていましたが、財政負担が大きくなったことから、

事業計画の見直しや資本費平準化債を活用するなど繰出しを抑制していますが工事費の増等により、

増加しています。病院事業は、繰出基準の見直しにより抑制傾向にあります。平成２４年度から水道

事業において大規模施設の更新が始まり、繰出額の増加の一因となっています。 

 

 

 

 

（6） 公営事業会計市債残高の推移 

下水道事業は、積極的な整備に伴い多額の市債を発行していることから市債残高が急激に膨らんで

います。市債の後年度の償還金について、下水道使用料などでまかなえない不足分を一般会計からの

繰出金により補塡していますが、事業拡張により年々増加しており財政を圧迫する主な要因となって

います。 

 

 

【普通会計：公営事業会計への繰出額の推移】 （単位：百万円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

189 190 175 185 195 179 181 199 235 301

23 23 18 17 22 14 14 14 11 12

388 399 1 0 4

490 547 540 603 611 603 631 631

421 433 474 486 491 517 548 539 545 553

企業団地造成事業 36 96 18 178 140

下水道事業 325 338 163 291 379 601 645 695 867 933

水道事業 28 29 3 2 3 3 72 214 338 390

病院事業 284 273 234 207 182 203 210 226 249 311

1,658 1,685 1,558 1,735 1,816 2,156 2,377 2,508 3,054 3,271

後期高齢者医療事業

公

営

企

業

会

計

合　計

国民健康保険事業

国民健康保険診療所事業

老人保健医療事業

介護保険事業
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（7） 財政指標の推移 

経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断するための指標であり、８０％を超えると財政の弾力性

が失われつつあるとされています。平成２７年度は一般財源である市税増額などによる影響が大きく、

８２．７％と前年度よりやや改善されています。 

健全化判断比率は「財政健全化法」により、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、

将来負担比率の４つの指標からなる財政の健全性を判断する比率です。 

実質赤字比率および、全会計を対象とした連結実質赤字比率は、黒字であったことから「－」とな

っています。 

普通会計の公債費に加えて公営企業や一部事務組合、債務負担行為などの公債費に準ずるものの負

担額を対象とした実質公債費比率は１１．０％と改善しています。 

普通会計の市債残高に加えて将来にわたる公営企業や一部事務組合、外郭団体などの実質的な負担

見込額などを対象とした将来負担比率は５８．６％となりました。これまでの将来負担を軽減する取

り組みにより現在のところ数値は改善傾向ですが、地方交付税などの依存財源や基金残高によって大

きく左右されることから、今後も自立性の高い安定した財政基盤の確立が求められています。 

市債の発行は協議制ですが、実質公債費比率が１８％を超える団体については許可が必要となりま

す。平成１９年度から公債費負担適正化計画などを策定し、地方債の発行や公営企業会計への繰出金

の抑制など実質公債費負担の適正な管理を計画的に実施した結果、平成２１年度決算で１８％未満と

なり、協議団体に移行することができ、以降減少しています。 

 

 

 

【公営事業会計：市債残高の推移】 （単位：百万円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

55 51 48 45 43 40 38 35 32 29

土地開発事業 99 99 95 197 191 153 115 76 62 62

企業団地造成事業 0 0 0 0 0 9 33 898 944 762

下水道事業 5,155 7,433 10,073 11,945 13,026 13,613 13,799 13,751 13,773 13,873

水道事業 1,833 1,853 1,815 1,753 1,788 1,768 1,679 1,655 1,694 1,985

病院事業 258 225 190 149 116 143 179 300 429 1,357

7,400 9,661 12,221 14,089 15,164 15,726 15,843 16,715 16,934 18,068

公

営

企

業

会

計

国民健康保険診療所事業

合　計

【普通会計：財政指標の推移】 （単位：％）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

経常収支比率 89.6 92.8 86.1 85.3 79.4 83.2 86.7 84.9 83.9 82.7

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 13.19 20.00 ― ― ― ― ― ― ― ―

連結実質赤字比率 18.19 30.00 ― ― ― ― ― ― ― ―

実質公債費比率 25.0 35.0 19.5 18.8 18.1 17.6 16.5 15.7 14.3 13.7 12.2 11.0

将来負担比率 350.0 139.3 111.8 120.1 101.3 79.9 86.3 80.6 67.9 58.6

20.0 ― ― ― ― ― ― ― ― ―資金不足比率
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【県内都市別決算状況等（普通会計）　平成２７年度】 （単位：百万円，％，人，㎡）

瀬戸内市 備前市 赤磐市 津山市 玉野市 笠岡市 井原市 総社市 高梁市 新見市 真庭市 美作市 浅口市

Ⅰ－１ Ⅰ－１ Ⅰ－１ Ⅲ－１ Ⅱ－１ Ⅱ－１ Ⅰ－０ Ⅱ－１ Ⅰ－０ Ⅰ－０ Ⅰ－１ Ⅰ－１ Ⅰ－１

8 38,252 36,545 44,781 103,954 61,945 51,219 42,158 67,992 32,363 31,332 47,820 29,214 35,360

11 125.45 258.17 209.36 506.33 103.58 136.39 243.54 211.90 546.99 793.29 828.53 429.29 66.46

12 17,425 22,825 19,184 49,223 24,930 23,880 20,195 28,637 26,253 25,990 33,313 22,032 16,448

12 16,406 21,782 18,228 46,878 24,067 23,299 19,502 27,545 25,397 23,874 31,443 20,718 15,381

8 1,019 1,043 956 2,345 863 581 693 1,092 856 2,116 1,870 1,314 1,067

7 192 523 176 95 27 100 244 343 272 306 90 44 228

7 827 520 780 2,250 836 481 449 749 584 1,810 1,780 1,270 839

12 10,889 12,447 12,884 27,899 14,695 13,548 13,152 16,000 14,900 16,870 20,869 14,854 9,836

5 0.521 0.472 0.467 0.539 0.571 0.540 0.403 0.577 0.314 0.242 0.310 0.259 0.440

6 7.6 4.2 6.1 8.1 5.7 3.6 3.4 4.7 3.9 10.7 8.5 8.5 8.5

12 82.7 91.0 89.5 89.9 94.9 90.7 90.4 90.8 88.6 82.2 83.1 88.6 85.4

実 質 赤 字 比 率 - ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

連 結 実 質 赤 字 比 率 - ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実 質 公 債 費 比 率 7 11.0 12.7 8.1 12.4 7.0 6.5 11.6 10.4 11.2 11.2 9.2 14.0 10.6

将 来 負 担 比 率 6 58.6 43.9 15.4 156.6 44.5 65.2 ― 44.2 76.5 64.6 5.8 60.5 18.4

6 (86.1) (80.1) (88.7) (41.3) (13.4) (16.2) (129.4) (65.6) (61.8) (71.5) (113.2) (99.6) (91.4)

9 9,379 9,970 11,429 11,524 1,964 2,195 17,021 10,490 9,208 12,066 23,626 14,797 8,992

7 (40.9) (29.4) (57.0) (17.6) (10.4) (12.6) (53.1) (27.7) (18.5) (42.3) (58.6) (42.2) (55.6)

8 4,452 3,661 7,343 4,912 1,534 1,704 6,978 4,428 2,755 7,136 12,228 6,265 5,470

11 (146.3) (150.0) (166.9) (264.3) (151.1) (166.2) (142.7) (187.6) (213.5) (192.8) (171.7) (185.1) (139.4)

12 15,933 18,676 21,502 73,728 22,209 22,516 18,771 30,016 31,814 32,533 35,826 27,490 13,711

11 (5.1) (6.9) (16.3) (22.3) (10.4) (4.0) (7.3) (61.8) (18.0) (12.1) (4.9) (11.8) (12.2)

12 551 863 2,095 6,231 1,532 546 954 9,891 2,681 2,035 1,023 1,747 1,202

- ─ (875) ─ (980) (940) (930) ─ ─ ─ ─ ─ ─ (880)

4 880 438 890 833 752 837 890 900 830 830 880 810 792

- ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ (342) ─ ─ ─ ─

6 350 355 350 465 450 420 350 400 325 330 300 320 350

10 1,913 2,284 2,488 3,684 3,084 2,328 2,126 2,830 1,603 1,741 1,993 1,623 1,964

13 94.4 96.3 95.9 99.8 100.8 101.0 99.1 99.0 98.0 97.9 98.5 96.8 99.6

※順位は、岡山市と倉敷市を除いた13市中のもので、数値が大きいものを第1位としている

歳 入 総 額

区　　　分 順
位類 型 （ 類 似 団 体 ）

住 民 基 本 台 帳 人 口 (H28.1.1)

面 積

（ 標準 財政 規 模に 対 する 比率 ）

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引

翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

健

全

化

判

断

比

率

（ 標準 財政 規 模に 対 する 比率 ）

積 立 金 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金 現 在 高

（ 標準 財政 規 模に 対 する 比率 ）

地 方 債 現 在 高

（ 標準 財政 規 模に 対 する 比率 ）

債 務 負 担 行 為 現 在 高

（減額措置前の給料月 額（ 千円 ））

首 長 の 給 料 月 額 （ 千 円 ）

（減額措置前の報酬月 額（ 千円 ））

議 員 の 報 酬 月 額 （ 千 円 ）

議 員 一 人 当 た り の 人 口 (H28.1.1 現 在 )

ラ ス パ イ レ ス 指 数
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3. 中期財政見通し 

（1）  基本的事項 

今回の中期財政見通しは、平成２８年度から平成３７年度までの１０年間を普通会計ベースで推計

しています。推計は、現在想定される範囲での各種制度改正などを加味していますが、あくまで現行

の地方財政制度を前提としています。財政見通しは計画的な財政運営を進めるための目安であり、今

後の予算編成にあたっては、その時点での制度改正や地方財政対策等を踏まえ、具体的に内容を定め

ることとなります。 

平成２９年度以降の数値は、平成２７年度決算及び平成２８年度決算見込みをベースに推計してい

ます。財源不足が生じても財源調整のための基金の取り崩しは行わず、また、前年度に決算剰余金が

生じても繰越金に計上しない設定としています。 

 

（2） 歳入推計方法 

・ 市税は、税務課による試算であり、税目ごとに積み上げて見込んでいます。 

・ 普通交付税の基準財政需要額は、普通建設事業に伴い発行する交付税対象起債に対する公債費の

積み上げや地方財政計画等の動向を注視し、過大な算定とならぬよう見込んでいます。基準財政

収入額は、歳入科目の市税などと連動させており、臨時財政対策債は、平成２８年度は４億円、

平成２９年度以降も同額としています。また、合併による算定の特例が終了し平成２７年度から

平成３２年度まで段階的に減少していく影響を見込んでいます。 

・ 特別交付税は、平成２８年度以降は据置と設定して見込んでいます。 

・ 国県支出金は、歳出に連動して見込んでいます。 

・ 市債は、投資的事業にあわせて見込んでいます。 

・ その他の歳入については、歳出に連動するものを除き、原則として平成２８年度見込並みで推計

しています。 

 

（3） 歳出推計方法 

・ 基本的には、各部署から提出のあった事業ごとの事業計画の積み上げにより見込んでいます。ま

た、施設整備後などの影響額を加味しています。 

・ 人件費は、平成２８年度決算見込をベースに総務課の定員管理計画に基づく職員減を見込んで推

計しています。また、選挙など特殊要因のものは積み上げにより見込んでいます。 

・ 物件費、維持補修費については、個別事情などを加味し事業ごとの積み上げにより見込んでいま

す。 

・ 扶助費は通常分の伸び率を平成３３年度まで４．５％、それ以降を２．２％と設定しますが、少

子高齢化の人口推移など個別の事情がある場合には各部署の実績見込みにより推計しています。 

・ 補助費等は、各事業会計の収支計画で推計した繰出額や土地改良事業の債務負担の個別事情など

を加味し事業ごとの積み上げにより見込んでいます。 

・ 公債費は、市債の借入見込額により推計しています。 

・ 積立金は、基金運用収入などの積み上げにより見込んでいます。 

・ 投資及び出資金・貸付金は、病院事業会計分などの積み上げにより見込んでいます。 

・ 繰出金は、公営企業会計の収支計画により推計しています。その他の特別会計はそれぞれの性質

別の伸び率で設定するとともに、各部署の積み上げにより見込んでいます。 

・ 普通建設事業費は、各部署から提出のあった事業計画を盛り込んでいます。  
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（4） 中期財政見通しの状況 

歳入において、市税では、豆田工業団地への企業誘致や錦海塩田跡地活用事業に伴う固定資産税収

の増などにより増額の見込みとしています。地方交付税は、合併直後にまちづくり振興基金の原資と

するために借り入れた合併特例債の償還が平成２６～２８年度で終了することや、合併による算定の

特例期間が終了することにより平成２７年度から３１年度にかけて段階的に減額され、大きく減少し

ていきます。 

歳出では、少子高齢化対策などに伴う扶助費、介護保険や医療給付費などの社会保障費の伸びや下

水道事業・企業団地造成事業の事業費・公債費負担などに対する繰出金、病院・水道会計の建設事業

に対する出資金などが大きく増加する傾向にあります。また、学校施設を含め公共施設に係る費用が

多大に必要となります。 

収支では、財源不足が少ない平成３７年度でも３．６億円、最も多い平成３０年度では９．８億円

の財源不足が見込まれます。このような状況となる要因としては、普通交付税の段階的削減による歳

入の減少に対し、多大な公共施設の維持費や大規模建設事業費、また、現行の事業費削減が見込まれ

ていないことが大きく影響しています。これを解消するには事業の縮小や施設の統廃合・民間譲渡な

どによる再編が必要です。 

このまま事業を進めれば、財源調整を行う財政調整基金と減債基金は、地方交付税の減少に伴う多

額の財源不足に対応できる状況ではなく、平成３７年度には約１４億円まで減少します。 

本市の財政状況は今までの財政健全化の取組みにより改善してきましたが、依然として、安定した

財政運営の確立には程遠く、厳しい状況となっています。 

 

 

 

 

 
 

【中期財政見通しの状況】 （単位：百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

歳入計 17,940 17,507 17,964 19,331 14,844 15,377 14,727 14,854 14,749 14,564

歳出計 17,680 18,325 18,943 20,068 15,283 16,089 15,321 15,295 15,135 14,924

収支 260 △ 818 △ 979 △ 737 △ 439 △ 712 △ 594 △ 441 △ 386 △ 360
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【中期財政見通し（普通会計）　平成２８年度～平成３７年度】

１．歳　　入 （単位：百万円／％）

推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％
市 税 4,899 △ 3.2% 4,982 1.7% 4,953 △ 0.6% 5,366 8.3% 5,345 △ 0.4% 5,276 △ 1.3% 5,275 △ 0.0% 5,265 △ 0.2% 5,207 △ 1.1% 5,202 △ 0.1%

地 方 譲 与 税 155 △ 2.3% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0%

利 子 割 等 交 付 金 657 △ 18.2% 657 0.0% 657 0.0% 649 △ 1.3% 640 △ 1.3% 640 0.0% 640 0.0% 640 0.0% 640 0.0% 640 0.0%

地 方 特 例 交 付 金 16 △ 26.7% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0%

地 方 交 付 税 4,780 △ 9.2% 4,556 △ 4.7% 4,483 △ 1.6% 4,112 △ 8.3% 4,110 △ 0.1% 4,237 3.1% 4,191 △ 1.1% 4,141 △ 1.2% 4,131 △ 0.3% 4,105 △ 0.6%

分 担 金 ・ 負 担 金 82 △ 9.4% 83 0.6% 87 5.5% 77 △ 11.1% 86 11.0% 79 △ 8.1% 79 △ 0.2% 75 △ 5.2% 76 1.3% 76 0.5%

使 用 料 ・ 手 数 料 319 △ 4.1% 346 8.3% 343 △ 0.8% 340 △ 0.8% 370 8.6% 363 △ 1.7% 359 △ 1.1% 359 0.0% 359 0.0% 365 1.7%

国 庫 ・ 県 支 出 金 2,677 10.7% 2,527 △ 5.6% 2,532 0.2% 2,528 △ 0.2% 2,461 △ 2.7% 2,383 △ 3.2% 2,404 0.9% 2,457 2.2% 2,432 △ 1.0% 2,475 1.8%

財 産 収 入 666 172.1% 307 △ 53.9% 282 △ 8.1% 572 102.9% 572 0.0% 572 0.0% 571 △ 0.3% 571 0.0% 571 0.0% 571 0.0%

寄 附 金 100 38.9% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0%

繰 入 金 330 51.1% 443 34.3% 241 △ 45.6% 244 1.2% 226 △ 7.5% 400 77.3% 228 △ 43.0% 284 24.5% 312 10.0% 255 △ 18.4%

繰 越 金 1,019 3.1% 261 △ 74.4% 0 △ 100.0% 0 0 0 0 0 0 0

諸 収 入 222 1.3% 480 116.2% 459 △ 4.5% 457 △ 0.5% 170 △ 62.7% 164 △ 3.8% 162 △ 1.5% 165 1.7% 161 △ 2.1% 166 2.9%

市 債 2,018 31.6% 2,594 28.6% 3,656 40.9% 4,715 29.0% 593 △ 87.4% 992 67.2% 547 △ 44.8% 626 14.4% 589 △ 5.9% 438 △ 25.6%

歳 入 合 計 17,940 3.0% 17,507 △ 2.4% 17,964 2.6% 19,331 7.6% 14,844 △ 23.2% 15,377 3.6% 14,727 △ 4.2% 14,854 0.9% 14,749 △ 0.7% 14,564 △ 1.3%

２．歳　　出 （単位：百万円／％）

推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％ 推 計 額 伸率％
人 件 費 3,079 1.6% 3,025 △ 1.8% 2,980 △ 1.2% 2,983 △ 0.3% 2,955 △ 0.5% 2,932 △ 0.4% 2,941 0.1% 2,930 △ 0.3% 2,923 △ 0.3% 2,935 0.5%

物 件 費 3,039 26.0% 2,796 △ 8.0% 2,682 △ 4.1% 2,726 1.6% 2,632 △ 3.4% 2,614 △ 0.7% 2,680 2.5% 2,583 △ 3.6% 2,576 △ 0.3% 2,609 1.3%

維 持 補 修 費 137 29.1% 144 5.3% 111 △ 22.7% 111 △ 0.4% 105 △ 5.1% 106 0.7% 108 1.4% 161 50.0% 189 17.3% 130 △ 31.1%

扶 助 費 2,467 △ 3.9% 2,499 3.8% 2,534 1.3% 2,564 1.4% 2,603 1.2% 2,636 1.5% 2,632 1.1% 2,661 1.1% 2,690 1.1% 2,720 1.1%

補 助 費 等 910 △ 19.6% 881 △ 3.2% 872 △ 1.0% 864 △ 0.9% 857 △ 0.8% 804 △ 6.2% 765 △ 4.8% 766 0.1% 762 △ 0.5% 776 1.9%

普 通 建 設 事 業 費 1,869 20.8% 3,054 45.7% 4,209 15.2% 5,037 46.9% 748 △ 83.8% 1,314 75.8% 627 △ 52.3% 688 9.8% 617 △ 10.3% 430 △ 30.3%

災 害 復 旧 事 業 費 △ 100.0%

公 債 費 1,630 0.7% 1,719 5.4% 1,617 △ 5.9% 1,697 3.7% 1,803 2.5% 2,001 8.4% 1,976 △ 1.3% 1,881 △ 5.1% 1,720 △ 9.2% 1,667 △ 3.4%

積 立 金 739 △ 35.8% 567 △ 22.3% 411 △ 35.3% 692 75.7% 692 4.6% 692 0.0% 692 0.0% 692 0.0% 692 0.0% 692 0.0%

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 1,200 213.9% 938 △ 21.8% 806 △ 14.1% 688 △ 14.6% 87 △ 87.4% 117 35.1% 78 △ 33.2% 92 18.2% 101 9.3% 69 △ 32.4%

繰 出 金 2,610 1.5% 2,702 3.5% 2,721 0.7% 2,706 △ 0.5% 2,801 3.5% 2,873 2.6% 2,822 △ 1.8% 2,841 0.7% 2,865 0.8% 2,896 1.1%

歳 出 合 計 17,680 6.9% 18,325 2.2% 18,943 △ 0.9% 20,068 9.8% 15,283 △ 22.5% 16,089 5.1% 15,321 △ 4.7% 15,295 △ 0.2% 15,135 △ 1.1% 14,924 △ 1.4%

区 分
28年度 35年度 36年度 37年度29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

区 分
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度
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３．収　　支

歳 入 歳 出 差 引 額

４．基金残高の推移

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

特 定 目 的 基 金

５．市債残高の推移

当 該 年 度 末 残 高

６．財政指標

経 常 収 支 比 率

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率 147.5 134.3 124.188.4 110.2 146.5 192.9 178.4 170.2
10.2 10.5 10.8

161.5
11.1 11.1 11.2

― ― ― ―

9.8 9.9 9.9 10.0

― 8.1 9.8 3.7
― ― ― ― ― ―

7.3 4.4 7.1 5.9 4.4 3.9

36年度 37年度

89.4 90.8 91.9 91.7 92.2 91.9
30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

92.5 93.2 93.9 94.3
区 分 28年度 29年度

21,716 20,814 19,483 18,314 17,260 16,099
35年度 36年度 37年度

16,478 17,497 19,667 22,808
29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

5,249 5,647 5,988 6,301 6,671

区 分 28年度

4,021 4,143 4,244 4,624 5,024
985 985 986

1,811 1,317 976 690 430
1,185 985 987 987986 986 986
4,866 4,278 3,399 2,762 2,423

30年度末 31年度末 32年度末

33年度 34年度 35年度 36年度

△ 594 △ 441 △ 386 △ 360

区 分 28年度末 29年度末 36年度末 37年度末33年度末 34年度末 35年度末

260 △ 818 △ 979 △ 737 △ 439 △ 712
区 分 28年度 29年度 30年度 37年度31年度 32年度



12  平成 28 年度 瀬戸内市中期財政計画  
 

4. 財政運営適正化計画（財政健全化に向けての取り組み） 

（1） 財政健全化の基本方針 

① 基本的な考え方 

まちづくりの指針である｢第２次瀬戸内市総合計画｣に掲げる将来像である｢人と自然が織りなすし

あわせ実感都市 瀬戸内｣の実現を目指すため、引き続き、瀬戸内市行政改革プランと瀬戸内市公共施

設再編計画に基づく、より一層の行財政改革を推進し、厳しい財政状況からの脱却と将来にわたって

持続可能で安定した自立性の高い健全な財政運営基盤を確立します。 

 

②目標 

ア）財政調整基金を取り崩さなくとも収支の均衡がとれる財政体質を確立します。そのため、歳入規

模に見合った歳出構造への転換を図り、社会情勢の変化に柔軟に対応できる財政基盤を目指します。 

イ）普通交付税は、合併後１０年間、平成２６年度まで合併による算定の特例があり、その後５年間

の激変緩和期間に段階的に減額されます。平成２８年度見込みでのその差額は約５．６億円、算定

額の約１５％に相当する額になります。将来にわたって安定した財政運営を可能にするために、今

から中長期的な財政運営を見据えた改革を推進します。 

ウ）限られた財源の中で、複雑・多様化する市民ニーズに適切に対応するため、すべての事務事業に

ついて、常にコスト意識を持ち、より効率的な事業の進め方を模索し、見直しを行うことでより一

層の経費の削減・合理化を図るとともに、厳正な執行に努めていきます。その方策として、行政改

革プランと公共施設再編計画に定める改革案の実施や指定管理者制度の活用、民営化の推進など民

間活力の導入を図ります。 

エ）各種補助金などは、公益上の必要性、効果、経費負担のあり方などを検証し、見直しを図ります。 

オ）それぞれの第三セクターの必要性を検証し、法人ごとの今後のあり方を明らかにするとともに、

抜本的な見直しを行い、効果的・効率的な事業展開を図ります。 

カ）業務プロセスや組織の簡素・効率化を進め、職員数の適正化を図り、人件費を抑制します。 

キ）使用料、手数料など市民負担は、サービスに要するコストの縮減に努めるとともに、負担の公平

確保や受益者負担の原則に則り、サービスに応じた適正な水準での設定・見直しに努め、受益者負

担の適正化を図ります。 

ク）市税収入確保のため、より一層の課税客体の適正な把握に努めるとともに、滞納整理の効果的推

進により収納率の向上を図ります。 

ケ）市所有の遊休未利用地などの適切な処分及び貸付などを積極的に検討し、自主財源の確保に努め

ます。その他、効果的な歳入の確保対策を検討します。 

コ）市債や、繰出しを伴う公営企業会計での事業債の発行は、将来的な実質公債費負担を伴うため、

必要な事業を取捨選択するなど投資的事業の見直しを図ります。 

サ）公営企業会計においても、収支計画を作成し、投資的事業の見直しなど市債の発行を抑え後年度

の公債費の増加を抑制し、併せて、経費節減、料金収入の確保など経営改善に努め、市全体として

の経営の健全化を図ります。 

シ）将来の収入確保のため、企業団地を造成し、積極的な企業誘致を進めます。 
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（2） 財政運営の数値目標 

平成２７年度から段階的に普通交付税が減少する中で、将来にわたって安定した財政運営を可能に

するためには、遅くとも合併の特例が完全に終了する翌年度の平成３２年度には財政調整基金を取り

崩さなくとも収支の均衡がとれる財政体質を確立する必要があります。 

この第１目標を達成するために、財政規律となる財政指標の数値目標を明文化することとし、次の

とおり中期財政見通しなどから設定しました。 

 

 
H2７実績 H2８見込 H3７目標 

経常収支比率 8２．６% 8９．３% ９３.0%未満 

実質公債費比率 1１．０% ９．８% 1１.0%未満 

将来負担比率 ５８．６% ８８．０% ９０.0%未満 

 

（3） 財政健全化に向けた具体的方策 

財政健全化の基本方針に基づき、平成２８年度以降に取り組む主な具体的方策は次の通りです。 

 

１．投資的事業の見直し 

事業計画の見直し ・事業の計画的な実施(事業費の削減・平準化) 

・新規事業の事前評価を実施(事業の緊急性・必要性など) 

事業費の抑制 ・工事コスト縮減の推進 

・経常的な投資事業費（道路維持等）Ｈ32 以降、30％削減 

 

２．公営企業会計繰出金の抑制 

下水道事業への繰出 ・管理経費の抑制、接続率の向上、使用料徴収率の向上など 

・事業の計画的な実施（事業費の平準化）、工事コスト縮減の推進 

・使用料の適正化 

・基金繰入による一般会計繰出しの抑制 

・資本費平準化債の活用 

病院事業への繰出 ・管理経費の抑制、病床稼働率の向上、患者受入体制の強化など 

・繰入金に頼らない経営体制の構築（繰出し基準の見直し） 

水道事業への繰出 ・管理経費の抑制、使用料徴収率の向上など 

・工事工法の見直しなどによるコスト縮減、市債発行の抑制 

土地開発事業への繰出 ・管理経費の抑制など 

・販売促進による分譲宅地の売払収入の確保 

企業団地造成事業への繰

出 

・事業の計画的な実施(事業費の平準化)、工事コスト縮減の推進 

・事業費に見合った売払収入の確保 

 

３．公債費の見直し 

一時借入金利子の抑制  ・基金繰替運用の実施 

市債借入額の抑制 ・市債発行額を原則元金償還額以下に抑制 

・交付税算入率の高い事業債を優先的に活用 

・交付税算入のない市債の発行を最低限に抑制 

市債償還金の繰上償還 ・公的資金補償金免除繰上償還制度の活用 

・民間資金の繰上償還の検討 
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４．人件費の抑制  

定員管理の適正化 ・普通会計及び公営事業会計の人員管理（公営企業会計を除く） 

組織機構改革 ・組織のスリム化、人員配置の見直し、事務の効率化 

時間外勤務手当の抑制 ・適正な人員配置、勤務時間の弾力化による抑制 

 

５．事務事業及び内部管理経費の見直し 

事務事業の見直し ・各種事業、大会など事業内容の見直し 

・単独扶助事業、単独給付事業等の見直し 

内部管理経費の削減 ・需用費、役務費、電算委託、機器リースなどの見直し 

施設管理運営費の削減 ・施設のあり方の計画的見直し（施設の統廃合・民営化など） 

・指定管理者制度の導入、集中管理など 

・委託仕様書の内容の精査など 

旅費の削減 ・職員のみの宿泊を伴う研修の原則中止など 

臨時職員の見直し ・総括的な雇用調整、賃金の適正化など 

外郭団体の見直し ・第三セクターなどの体系、内容の見直し 

各種団体活動補助金の

見直し 

・運営補助から事業補助への転換、活動内容の精査など 

・協働によるまちづくりの推進、持続的な市民活動の展開 

特別会計繰出金の抑制 ・特別会計内の事業費の精査により繰出金を削減 

 

６．収入の確保 

市税の確保 ・より一層の課税客体の適正な把握など 

・企業誘致による税収確保 

・滞納未納整理体制の強化など 

補助金等の活用 ・国、県支出金をはじめとする補助制度の積極的な活用 

受益者負担の適正化 ・使用料、手数料、負担金などの見直し 

施設利用率の向上 ・観光、文化、スポーツ施設などの集客対策の検討 

公有地の処分及び有効

活用 

・遊休未利用地などの積極的な処分及び貸付 

・固定資産台帳の段階的な整備による公有地の把握 

資金の運用による収入

確保 

・国債購入等による安全な運用利益 

企業広告の導入 ・広報紙・パンフレット・封筒などの企業広告導入の拡充 

ふるさと納税制度の活

用 

・応援寄附の積極的なＰＲ及び拡充 

定住の促進 ・分譲宅地の販売促進、空き家の情報提供など 

企業誘致の推進 ・優良企業の誘致による税収及び雇用の確保 

錦海塩田跡地活用 ・企業誘致による税収および財産収入の確保 

 

7．その他 

事務事業評価の実施 ・事務事業全般の検証及び見直し 

予算編成手法の確立 ・財政規律を強化する効果的な予算編成手法の確立 

職員への財政状況の説明 ・職員を対象に説明し意識改革の徹底 

市民への財政情報の公開 ・予算、決算、中期財政計画などを広報及びホームページに掲載 

新地方公会計制度の活用 ・連結財務書類 4 表の作成と公表 

行革推進委員会の開催 ・収支両面からの経営改善計画の提言 
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5. 財政運営適正化計画実施後の財政状況 

 

財政の健全化に向けた具体的方策の中で、現状で効果額を推計できるものを実施した後の財政状況

を試算した結果は、次のとおりです。 

 

（1） 計画実施後の収支見通し （２０～２１ページ参照） 

グラフの下の一例を含め、具体的方策による影響を反映させて集計しましたが、普通交付税の削減

など大幅な歳入減を補える削減ができず、平成２９年度以降は適正化後もマイナス収支となるため、

財政調整基金を取崩ながら収支を保つことになります。錦海塩田跡地貸付収入により、一定の財源が

見込めるとはいえ、災害等の不測の事態への対応に十分であるとはいえない財政状況です。 

 

 

 

 

 

■適正化計画として集計に反映させた主な取り組み 

■投資的事業の見直し ■事務事業の見直し 

Ｈ29 年度以降公共施設再編方針などの具体的
な計画のないものについては事業費削減 
（Ｈ32 年度以降、30％削減） 
各種事業の延伸・平準化 
 

各種団体補助金等の据え置き及び見直し 
事業用機器等の更新時期見直し 
新規事業の見直し 
その他事業の見直し（必要性の再検討など） 
内部管理経費の見直し（物件費など） 
臨時職員の見直し ■公営企業会計繰出金の削減 

下水道：資本費平準化債の活用 
下水道：基金の活用 
病院：繰出し基準の見直し 

■人件費の削減 ■施設の在り方の見直し 
職員数削減 
事務効率化等による時間外勤務手当の見直し 

各種施設の地元自治組織への移管 
学校施設改修等の更新時期見直し 
その他公共施設の在り方の見直し 
 

■特別会計繰出金の抑制 ■収入の確保 
国保会計・後期会計：予防事業などによる医療
費削減効果見直し 
 

錦海塩田跡地貸付収入の計上 
企業誘致による税収増 
 

 

【普通会計：収支見通しの推移】 （単位：百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

260 △ 818 △ 979 △ 737 △ 439 △ 712 △ 594 △ 441 △ 386 △ 360

233 △ 400 △ 471 △ 342 △ 105 △ 484 △ 314 △ 165 △ 108 △ 98

233 0 0 0 0 0 0 0 0 0

項　　　目

計画実施後（基金調整前）

中期財政見通し

財政運営適正化計画

28      29      30      31      32      33      34      35      36      37 年度
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（2） 歳入推計の推移 

企業誘致に伴う税収増、錦海塩田跡地貸付収入増などを見込み、税収増や合併特例期間終了に伴う

段階的削減により地方交付税は減額しています。 

 

 

 
 

（3） 歳出推計の推移 

職員数の削減、施設の統廃合、事業の精査・延伸などを実施し、集計しています。普通建設事業費、

物件費、人件費の削減効果が特に高くなっています。 

 

 

 

【普通会計：歳入の推移】 （単位：百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

市税 4,899 4,982 4,953 5,366 5,345 5,276 5,275 5,265 5,207 5,202

地方交付税 4,780 4,556 4,483 4,116 4,105 4,215 4,169 4,119 4,109 4,084

譲与税・交付金 828 828 828 820 811 811 811 811 811 811

国県支出金 2,677 2,497 2,505 2,493 2,442 2,358 2,384 2,437 2,411 2,455

市債 1,986 2,286 2,579 3,369 626 1,032 576 635 613 459

繰入金 330 875 754 608 354 906 564 471 442 374

その他 2,406 1,547 1,271 1,546 1,298 1,278 1,270 1,267 1,265 1,275

歳入決算額 17,906 17,571 17,373 18,318 14,981 15,876 15,049 15,005 14,858 14,660

【普通会計：歳出の推移】 （単位：百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

人件費 3,079 3,025 2,980 2,983 2,955 2,932 2,941 2,930 2,923 2,935

物件費 3,045 2,717 2,634 2,656 2,561 2,544 2,608 2,507 2,499 2,532

扶助費 2,467 2,499 2,533 2,564 2,602 2,635 2,631 2,660 2,689 2,719

補助費等 913 861 854 843 827 844 810 801 796 821

繰出金 2,610 2,684 2,703 2,684 2,732 2,863 2,811 2,831 2,855 2,886

公債費 1,631 1,718 1,615 1,682 1,734 1,875 1,853 1,760 1,601 1,549

普通建設事業費 1,869 2,434 2,728 3,417 689 1,271 520 574 516 331

その他 2,059 1,633 1,326 1,489 881 912 875 942 979 887

歳出決算額 17,673 17,571 17,373 18,318 14,981 15,876 15,049 15,005 14,858 14,660

主な 
一般財源 
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（4） 基金残高の推移 

財源不足を財政調整基金の繰入れにより調整していますが、平成３８年度以降も財源不足が生じる

見込みであり、計画実施後の残高は十分とは言えません。災害など、避けられない臨時的な支出など

に備えるためにも財政調整基金など基金の残高は一定以上確保しておく必要があります。平成２６年

度から錦海塩田跡地の活用による土地貸付収入を見込み、基金へ積立てることとしているため、特定

目的基金が増加しています。 

 

 

 

 

（5） 市債残高および公債費等の推移 

市債発行額は、交付税算入のない市債の発行を最低限とするなど投資的事業に伴う発行を抑制して

います。しかしながら、新火葬場の建設及びＪＲ駅前整備など大きな事業を計画していることや、地

方交付税の代替措置である臨時財政対策債の発行により、平成３１年度まではやむを得ず元金償還額

を上回る額の市債を発行する計画となっています。そのため、市債残高は平成３１年度まで増加し、

高い水準で推移する見込みです。 

 

 

 

【普通会計：基金残高の推移】 （単位：百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

財政調整基金 4,866 4,683 4,312 4,071 4,065 3,681 3,468 3,403 3,395 3,397

減債基金 1,185 985 985 985 986 986 986 986 987 987

特定目的基金 4,021 4,112 4,170 4,528 4,906 5,109 5,484 5,803 6,095 6,444

うちまちづくり振興基金 1,910 1,886 1,843 1,800 1,757 1,711 1,664 1,618 1,572 1,526

うち太陽のまち基金 140 237 333 736 1,139 1,542 1,946 2,294 2,613 2,990

合　計 10,072 9,780 9,467 9,584 9,957 9,776 9,938 10,192 10,477 10,828

【普通会計：市債残高及び公債費等の推移】 （単位：百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

公債費 1,631 1,718 1,615 1,682 1,734 1,875 1,853 1,760 1,601 1,549

　うち元金償還額 1,472 1,575 1,484 1,561 1,621 1,773 1,760 1,679 1,529 1,484

市債発行額 1,986 2,286 2,579 3,369 626 1,032 576 635 613 459

市債残高 16,447 17,158 18,253 20,061 19,066 18,325 17,141 16,097 15,181 14,156

（百万円） 
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（6） 公営事業会計への繰出額の推移 

介護保険事業や後期高齢者医療事業などは、高齢化率の上昇に伴い増加していきます。 

国民健康保険事業及び介護保険事業については、事業内で採算をとり赤字繰出しをしないことを原

則としているので、保険税・料は事業費に合わせて増額改定し集計しています。今後の国の社会保障

制度改革の動向によりますが、個人・市ともに負担増となる見通しです。 

下水道事業は、計画を見直し、事業費を平準化するなどこれまでも健全化対策を実施していますが、

整備に伴う多額の市債発行の影響で、後年度の償還金に伴う繰出金が年々増加する見込みとなってい

ます。 

企業団地造成事業は、今後起債の償還額が多額となるなど、土地の売払い収入でまかなえない部分

が繰出額となります。 

水道事業は、施設の統廃合及び市内全域での配水システム整備などの大型事業に対して合併特例債

を活用して出資することから、平成３１年度までは多くの繰出しを行うこととなっています。この合

併特例債の償還額のうち、交付税で措置されない部分は水道事業から繰り入れることとしています。 

病院事業は、新病院建設事業により施設整備に対する繰出金が増加しています。新病院の経営努力

によりなるべく繰出金に頼らない体制にすることとし、繰出額を抑制しています。 

 

 

 

 

 

（7） 公営事業会計の市債残高の推移 

下水道事業は、管渠工事などの事業費の平準化により市債残高の伸びが抑制傾向となり、平成２９

年度から減少に転じています。病院事業は、新病院の施設整備に伴う市債の発行により増加する見込

みとなっています。 

【普通会計：公営事業会計への繰出額の推移】 （単位：百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

305 306 330 330 357 357 366 366 366 366

19 4 4 4 4 4 4 4 0 0

635 649 661 668 675 682 688 695 703 704

615 644 671 700 728 751 775 780 790 806

企業団地造成事業 210 83 26 26 25 25 25 25 25 25

下水道事業 882 866 941 947 977 972 939 948 959 972

水道事業 507 891 722 607 7 27 16 30 38 4

病院事業 822 175 212 209 207 216 187 187 188 188

3,995 3,618 3,567 3,491 2,980 3,034 3,000 3,035 3,069 3,065

介護保険事業
公

営

企

業

会

計

合　計

国民健康保険事業

国民健康保険診療所事業

後期高齢者医療事業
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（8） 財政指標の推移 

１５ページに示した通り、想定し得る削減策の影響を加味して集計しましたが、計画最終年度の経

常収支比率は ９２．９％と高い数値となっています。繰出金、扶助費及び物件費の増加、平成２７

年度以降の普通交付税の減額による影響が大きく、大幅に改善することは困難な状況です。この状況

が打開されるまでは、毎年度計画最終年度に９３％を超えないよう財政計画を策定することを最低限

の目標とします。 

実質公債費比率は、合併特例債の発行期限が平成３１年度までであるため、今後も起債予定の普通

建設事業が予定されている他、繰出金のうち公営企業会計の公債費相当分の増、地方交付税額の減な

どにより、再び上昇しています。 

将来負担比率は、市債残高等の将来負担の増に加え、標準財政規模の縮小により、高い水準となり

ますが、錦海塩田跡地貸付収入等による基金残高の増により平成３２年度以降は減少する見込みです。 

 

 

【公営事業会計：市債残高の推移】 （単位：百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

26 22 19 16 12 8 4 0 0 0

土地開発事業 77 67 47 25 12 5 2 0 0 0

企業団地造成事業 705 596 345 224 124 38 0 0 0 0

下水道事業 14,134 14,080 14,029 13,896 13,757 13,619 13,486 13,330 12,969 12,593

水道事業 2,333 2,993 3,423 3,712 3,580 3,438 3,417 3,362 3,278 3,154

病院事業 3,305 3,322 3,233 3,160 3,220 3,101 3,034 2,966 2,895 2,809

20,580 21,080 21,096 21,033 20,705 20,209 19,943 19,658 19,142 18,556

国民健康保険診療所事業

公

営

企

業

会

計

合　計
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【財政運営適正化計画（普通会計）　平成２８年度～平成３７年度】

１．歳　　入 （単位：百万円／％）

推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％

市 税 4,899 △ 3.2% 4,982 1.7% 4,953 △ 0.6% 5,366 8.3% 5,345 △ 0.4% 5,276 △ 1.3% 5,275 △ 0.0% 5,265 △ 0.2% 5,207 △ 1.1% 5,202 △ 0.1%

地 方 譲 与 税 155 △ 2.3% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0% 155 0.0%

利 子 割 等 交 付 金 657 △ 18.2% 657 0.0% 657 0.0% 649 △ 1.3% 640 △ 1.3% 640 0.0% 640 0.0% 640 0.0% 640 0.0% 640 0.0%

地 方 特 例 交 付 金 16 △ 26.7% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0%

地 方 交 付 税 4,780 △ 9.2% 4,556 △ 4.7% 4,483 △ 1.6% 4,116 △ 8.2% 4,105 △ 0.3% 4,215 2.7% 4,169 △ 1.1% 4,119 △ 1.2% 4,109 △ 0.3% 4,084 △ 0.6%

分 担 金 ・ 負 担 金 79 △ 13.0% 83 4.7% 87 5.5% 78 △ 11.1% 86 10.8% 79 △ 8.2% 79 △ 0.3% 75 △ 5.2% 76 1.3% 76 0.5%

使 用 料 ・ 手 数 料 319 △ 4.1% 346 8.3% 343 △ 0.8% 340 △ 0.8% 369 8.6% 364 △ 1.7% 359 △ 1.1% 359 0.0% 359 0.0% 365 1.7%

国 庫 ・ 県 支 出 金 2,677 10.7% 2,497 △ 6.7% 2,505 0.3% 2,493 △ 0.5% 2,442 △ 2.1% 2,358 △ 3.4% 2,384 1.1% 2,437 2.2% 2,411 △ 1.1% 2,455 1.8%

財 産 収 入 666 172.1% 307 △ 53.9% 282 △ 8.1% 572 102.9% 572 0.0% 572 0.0% 570 △ 0.3% 569 △ 0.2% 569 0.0% 569 0.0%

寄 附 金 100 38.9% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0% 100 0.0%

繰 入 金 330 50.9% 875 165.5% 754 △ 13.7% 608 △ 19.5% 354 △ 41.8% 906 156.4% 564 △ 37.8% 471 △ 16.5% 442 △ 6.1% 374 △ 15.3%

繰 越 金 1,019 3.1% 233 △ 77.1% △ 100.0%

諸 収 入 223 1.6% 478 114.4% 459 △ 4.0% 456 △ 0.5% 171 △ 62.7% 163 △ 4.2% 162 △ 0.9% 164 1.3% 161 △ 2.0% 165 2.5%

市 債 1,986 29.6% 2,286 15.1% 2,579 12.8% 3,369 30.7% 626 △ 81.4% 1,032 64.6% 576 △ 44.2% 635 10.3% 613 △ 3.5% 459 △ 25.1%

歳 入 合 計 17,906 2.8% 17,571 △ 1.9% 17,373 △ 1.1% 18,318 5.4% 14,981 △ 18.2% 15,876 6.0% 15,049 △ 5.2% 15,005 △ 0.3% 14,858 △ 1.0% 14,660 △ 1.3%

２．歳　　出 （単位：百万円／％）

推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％ 推　計　額 伸率％

人 件 費 3,079 3.0% 3,025 △ 1.8% 2,980 △ 1.5% 2,983 0.1% 2,955 △ 0.9% 2,932 △ 0.8% 2,941 0.3% 2,930 △ 0.4% 2,923 △ 0.2% 2,935 0.4%

物 件 費 3,045 26.3% 2,717 △ 10.8% 2,634 △ 3.0% 2,656 0.8% 2,561 △ 3.6% 2,544 △ 0.7% 2,608 2.5% 2,507 △ 3.9% 2,499 △ 0.3% 2,532 1.3%

維 持 補 修 費 137 29.1% 142 3.3% 109 △ 23.3% 109 △ 0.4% 102 △ 5.3% 103 0.7% 104 1.0% 157 51.2% 186 17.7% 127 △ 31.8%

扶 助 費 2,467 △ 0.2% 2,499 1.3% 2,533 1.4% 2,564 1.2% 2,602 1.5% 2,635 1.3% 2,631 △ 0.2% 2,660 1.1% 2,689 1.1% 2,719 1.1%

補 助 費 等 913 △ 19.3% 861 △ 5.7% 854 △ 0.8% 843 △ 1.3% 827 △ 1.9% 844 2.0% 810 △ 4.0% 801 △ 1.1% 796 △ 0.6% 821 3.2%

普 通 建 設 事 業 費 1,869 20.8% 2,434 30.2% 2,728 12.1% 3,417 25.2% 689 △ 79.8% 1,271 84.5% 520 △ 59.1% 574 10.4% 516 △ 10.1% 331 △ 35.9%

災 害 復 旧 事 業 費 △ 100.0%

公 債 費 1,631 0.7% 1,718 5.4% 1,615 △ 6.0% 1,682 4.2% 1,734 3.1% 1,875 8.1% 1,853 △ 1.2% 1,760 △ 5.0% 1,601 △ 9.0% 1,549 △ 3.3%

積 立 金 739 △ 35.8% 553 △ 25.2% 411 △ 25.7% 692 68.4% 692 0.0% 692 0.0% 692 0.0% 692 0.0% 692 0.0% 692 0.0%

投資・出資・貸付金 1,183 209.5% 938 △ 20.7% 806 △ 14.1% 688 △ 14.6% 87 △ 87.4% 117 35.1% 79 △ 33.2% 93 18.2% 101 9.3% 68 △ 32.4%

繰 出 金 2,610 1.5% 2,684 2.9% 2,703 0.7% 2,684 △ 0.7% 2,732 1.8% 2,863 4.8% 2,811 △ 1.8% 2,831 0.7% 2,855 0.8% 2,886 1.1%

歳 出 合 計 17,673 7.7% 17,571 △ 0.6% 17,373 △ 1.1% 18,318 5.4% 14,981 △ 18.2% 15,876 6.0% 15,049 △ 5.2% 15,005 △ 0.3% 14,858 △ 1.0% 14,660 △ 1.3%

区 分
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

区 分
28年度 35年度 36年度 37年度29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
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３．収　　支

歳 入 歳 出 差 引 額

４．基金残高の推移

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

特 定 目 的 基 金

５．市債残高の推移

当 該 年 度 末 残 高

６．財政指標

経 常 収 支 比 率

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

区 分 28年度 29年度 30年度 37年度31年度 32年度

0

区 分 28年度末 29年度末 36年度末 37年度末33年度末 34年度末 35年度末

233 0 0 0 0 0

4,071 4,065
30年度末 31年度末 32年度末

33年度 34年度 35年度 36年度

0 0 0

985 985 986
3,681 3,468 3,403 3,395 3,397

1,185 985 987 987986 986 986
4,866 4,683 4,312

5,109 5,484 5,803 6,095 6,444

区 分 28年度

4,021 4,112 4,170 4,528 4,906

16,097 15,181 14,156
35年度 36年度 37年度

16,447 17,158 18,253 20,061
29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

区 分 28年度 29年度

19,066 18,325 17,141

36年度 37年度

89.3 90.5 91.4 91.1 91.4 91.1
30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

91.5 92.0 92.6 92.9
― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

10.8 10.8 10.8
― ― ― ―

9.8 9.9 9.9 10.0 10.1 10.4 10.7
109.1 93.1 78.0 66.288.0 101.6 119.0 144.7 127.7 119.6
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■用語解説 

歳 入 ・ 歳 出 関 連 

一 般 財 源 
使い道が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源。市税、
地方交付税など。 

特 定 財 源 国県支出金、使用料、手数料など、使途が特定されている財源。 

市 税 市民税、固定資産税、軽自動車税など市の行政サービスの基本的な財源。 

地 方 交 付 税 
地域によって地方税収入に差があるため、標準的な行政を行うために国から
国税の一部が交付される。普通交付税と特別交付税がある。 

市 債 
地方公共団体が資金調達のために借り、その返済が一会計年度を越えて行わ
れる借金。このうち臨時財政対策債は、地方に必要な普通交付税に対し国税
が不足するため、その代替えとして発行される借金。 

人 件 費 職員などに対し勤労の対価として支払われる経費。報酬、給料、共済費等。 

物 件 費 光熱水費・通信運搬費などの内部管理経費。臨時職員給、各種委託料等。 

扶 助 費 
各種法令や市単独の施策に基づき、生活保護者・児童・高齢者等に対して支
給する費用。 

補 助 費 等 一部事務組合負担金、企業会計への補助金、各種団体への補助金・負担金。 

繰 出 金 特別会計などに対し収支不足の補塡や繰出基準により支出される経費。 

公 債 費 市が借り入れた市債の元利償還金及び一時借入金利子の合計額。 

普 通 建 設 事 業 費 土木農林水産施設、教育施設など、公共施設の整備にかかる建設経費。 

財 政 分 析 関 連 

普 通 会 計 
地方公共団体間の比較のため、公営事業会計以外の会計をまとめたもの。当
市では平成 25 年度からは一般会計のみ。 

標 準 財 政 規 模 
地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもので、市税、譲与税、交付金、
普通交付税の合計額等により算出するもの。 

経 常 収 支 比 率 
人件費、扶助費、公債費等の経常経費に、市税、普通交付税等を中心とする
経常的な一般財源がどの程度充当されているかをみることにより、財政構造
の弾力性を判断するための指標。 

財 政 健 全 化 法 

財政の健全性に関する比率の公表を義務付け、健全化判断比率以上の場合に
は財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経営の健全化を図るた
めの計画を策定する制度を定めている。当該計画の実施の促進を図るための
行財政上の措置を講ずることにより、財政の健全化に資することを目的とし
ている。 

実 質 赤 字 比 率 
一般会計等（普通会計）を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比
率。本市においては、13.19％以上で財政健全化団体に、20％以上で財政再
生団体となる。 

連結実質赤字比率 
全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比
率。本市においては、18.19％以上で財政健全化団体に、30％以上で財政再
生団体となる。 

実 質 公 債 費 比 率 
公営企業会計の公債費にあたる繰り出し部分などを加えた実質的な元利償還
費の水準を測る指標。18％以上になると市債の発行にあたり県の許可が必
要。25％以上で財政健全化団体に、35％以上で財政再生団体となる。 

将 来 負 担 比 率 

普通会計の市債残高に加えて将来にわたる公営企業や一部事務組合、債務負
担行為の元金償還に相当する負担見込額、退職手当の支給予定額、外郭団体
の債務負担見込額など将来負担すべき実質的な負債を表す指標。350％以上
で財政健全化団体となる。 

資 金 不 足 比 率 
公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率。20％以上で経
営健全化団体となる。 

ラスパイレス指数 
国家公務員の給与を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を指数により
示したもの。 

 


